第1号様式　理由書

第2号様式　事業資金計画書

第3号様式　既存不適格部分の改修計画書

第4号様式　既存不適格部分の改修工事施工計画書

第5号様式　全体計画変更認定申請書

第6号様式　建築基準法第86条の8第4項の規定に基づく報告書

第7号様式　工事完了報告書（第　　回認定工事）

第8号様式　工事施工状況及び工事施工予定の報告書

第9号様式　認定建築主名義変更届

第1号様式
理　　由　　書

(あて先)
特定行政庁　長崎市長　　　　　　　　様
　年　月　日に申請しました建築基準法第86条の8の規定による全体計画認定は、下記の理由により必要となります。なお、下記の誓約事項を遵守すると共に、記載の内容は事実に相違ありません。
　年　月　日

申請者　住所

氏名　　　　　　　　　　
1． 申請地の地名地番

2． 主要用途

3． 工事種別

4． 二以上の工事に分けて行うことがやむを得ない理由(具体的に記載してください｡)
5． 誓約事項
· 全体計画認定に係る各工事が完了した場合には工事完了報告書(第７号様式)を、認定を受けた後の年度当初毎に工事施工状況及び工事施工予定の報告書(第8号様式)を提出し、報告します。

· 全体計画の認定を受けた内容を遵守しない場合は、建築基準法令に違反することとなることを承知します。

· 建築物の所有権等が移転する場合は、権利の移転を受ける者に対し、この全体計画認定の内容を説明すると共に認定建築主名義変更届(第9号様式)及び事業資金計画書を提出します。
第２号様式

事　業　資　金　計　画　書

【事業の資金計画】

	第１回
	工事種別　　　　　□増築　□改築　□解体　□修繕　□大規模の修繕

□模様替　□大規模の模様替　□その他

	
	支出
	建設費
	万円

	
	
	借入金利息
	　　　　　　　　　　　万円

	
	
	
	　　　　　　　　　　　万円

	
	
	合計
	　　　　　　　　　　　万円

	
	収入
	自己資金
	　　　　　　　　　　　万円

	
	
	借入金
	　　　　　　　　　　　万円

	
	
	
	　　　　　　　　　　　万円

	
	
	合計
	　　　　　　　　　　　万円

	第２回
	工事種別　　　　　□増築　□改築　□解体　□修繕　□大規模の修繕

□模様替　□大規模の模様替　□その他

	
	支出
	建設費
	万円

	
	
	借入金利息
	　　　　　　　　　　　万円

	
	
	
	　　　　　　　　　　　万円

	
	
	合計
	　　　　　　　　　　　万円

	
	収入
	自己資金
	　　　　　　　　　　　万円

	
	
	借入金
	　　　　　　　　　　　万円

	
	
	
	　　　　　　　　　　　万円

	
	
	合計
	　　　　　　　　　　　万円

	第３回
	工事種別　　　　　□増築　□改築　□解体　□修繕　□大規模の修繕

□模様替　□大規模の模様替　□その他

	
	支出
	建設費
	万円

	
	
	借入金利息
	　　　　　　　　　　　万円

	
	
	
	　　　　　　　　　　　万円

	
	
	合計
	　　　　　　　　　　　万円

	
	収入
	自己資金
	　　　　　　　　　　　万円

	
	
	借入金
	　　　　　　　　　　　万円

	
	
	
	　　　　　　　　　　　万円

	
	
	合計
	　　　　　　　　　　　万円


※　表が不足する場合は別葉として追加してください。
第３号様式

既存不適格部分の改修計画書

	
	
	既存不適格条項
	改修計画
	該当部分(図面

番号等を記入)

	
	
	法
	施行令
	第１回
	第２回
	第３回
	第４回
	最終回
	

	建
築
基
準
法
	構造関係
	第　 条
	第 　条
	
	
	
	
	
	

	
	
	第　 条
	第 　条
	
	
	
	
	
	

	
	
	第　 条
	第 　条
	
	
	
	
	
	

	
	
	第　 条
	第 　条
	
	
	
	
	
	

	
	防火関係
	第　 条
	第 　条
	
	
	
	
	
	

	
	
	第　 条
	第 　条
	
	
	
	
	
	

	
	
	第　 条
	第 　条
	
	
	
	
	
	

	
	
	第　 条
	第 　条
	
	
	
	
	
	

	
	避難関係
	第　 条
	第 　条
	
	
	
	
	
	

	
	
	第　 条
	第 　条
	
	
	
	
	
	

	
	
	第　 条
	第 　条
	
	
	
	
	
	

	
	
	第　 条
	第 　条
	
	
	
	
	
	

	
	設備関係
	第　 条
	第 　条
	
	
	
	
	
	

	
	
	第　 条
	第 　条
	
	
	
	
	
	

	
	
	第　 条
	第 　条
	
	
	
	
	
	

	
	
	第　 条
	第 　条
	
	
	
	
	
	

	長崎県建築基準条例
	第　 条
	
	
	
	
	
	

	
	第　 条
	
	
	
	
	
	

	
	第　 条
	
	
	
	
	
	

	関係法令

等
	法令名
	上(法) 下(令)
	第１回
	第２回
	第３回
	第４回
	最終回
	備考

	
	
	第 　条
	
	
	
	
	
	

	
	
	第 　条
	
	
	
	
	
	

	
	
	第 　条
	
	
	
	
	
	

	
	
	第 　条
	
	
	
	
	
	

	
	
	第 　条
	
	
	
	
	
	

	
	
	第 　条
	
	
	
	
	
	

	各工程における確認申請の要・不要
	要
	
	
	
	
	
	

	
	不要
	
	
	
	
	
	

	各工程における仮使用承認の要・不要
	要
	
	
	
	
	
	

	
	不要
	
	
	
	
	
	


· 既存不適格条項の実施工事に○を記入してください。
用紙が不足する場合は別葉として追加してください。

第４号様式

既存不適格部分の改修工事施工計画書

	第　　回

既存不適格部分の改修工事施工計画書
	着工予定年月日
	　　  年  月  日
	確認申請の要・不要

	
	完了予定年月日
	　　  年  月  日
	□要　□不要

	既存不適格条項
	工　事　概　要
	備  考

	①法第　　条
	令第　　条
	
	

	②法第　　条
	令第　　条
	
	

	③法第　　条
	令第　　条
	
	

	④法第　　条
	令第　　条
	
	

	⑤法第　　条
	令第　　条
	
	

	⑥法第　　条
	令第　　条
	
	

	⑦法第　　条
	令第　　条
	
	


	工 事 施 工 手 順 の 概 要 (概念図)

	

	実 施

工 事
	工　事　工　程　表

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	①
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	②
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	③
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	④
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑤
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑥
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑦
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


· 既存不適格部分の改修工事の工程毎に作成してください。
用紙が不足する場合は別葉として追加してください。

第５号様式
全体計画変更認定申請書

　建築基準法第８６条の８第３項の規定による認定の計画の変更を申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。

　(あて先)
特定行政庁　長崎市長　　　　　　　　　様
　　年　　月　　日

申請者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　 
	設計者氏名　　　　　　　　　　　　　

	【１.申請者】
　【イ．氏名のフリガナ】
　【ロ．氏名】
　【ハ．郵便番号】
　【ニ．住所】
　【ホ．電話番号】

	【２.設計者】
　【イ．資格】　　　　　 (　　　)建築士　　　　(　　　　)登録第　　　　　号
　【ロ．氏名】
　【ハ．建築士事務所名】 (　　　)建築士事務所　( 　　　)知事登録第　　　　号

　　
　【ニ．郵便番号】
　【ホ．所在地】
　【ヘ．電話番号】

	【計画を変更する全体計画の直前の認定】
【認定済証番号】　　　　第　　号

【認定済証交付年月日】　　　　年　　月　　日

【計画変更の概要】



	※手数料欄

	※受付欄
	※決裁欄
	※認定番号欄

	　 年　月　日
	
	 　年　月　日

	第　　　　　　号
	
	第　　　　　　号


	係員名
	
	係員名


第6号様式

建築基準法第８６条の８第４項の規定に基づく報告書

	　　年　　月　　日付け、第　　　　　　　号で全体計画認定を受けた建築物について建築基準法第８６条の８第４項の規定により工事の概要等を報告します。
年　　月　　日
　(あて先)

特定行政庁　長崎市長　　　　　　　　様
報告者　住所
                                                氏名
                                                        電話       （     ）　　    番

	

	

	

	

	

	

	１ 認定建築主
         住所・氏名
	

	
	

	２ 設計者
         住所・氏名
	

	
	

	３ 工事監理者
         住所・氏名
	

	
	

	４ 施工者
         住所・氏名
	

	
	

	５ 敷地の地名・地番
	

	６ 敷地面積
	（　　　　　　　　　　　㎡）　　　　　　　　　　　㎡

	７ 建築面積
	（　　　　　　　　　　　㎡）　　　　　　　　　　　㎡

	８ 延べ面積
	（　　　　　　　　　　　㎡）　　　　　　　　　　　㎡

	９ 工事着手予定年月日
	（ 　　　　年　　月　　日 ）　 　　　　年　　月　　日

	10 工事完了予定年月日
	（ 　　　　年　　月　　日 ）　 　　　　年　　月　　日

	(報告の内容)

	

	

	

	

	

	

	※ 受付欄
	※ 受理欄
	注１　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列     　４番とします。
２　※欄は記入しないでください。
  ３　工事の概要の分かる写真を添付してく

ださい。

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


第７号様式

工事完了報告書(第　　回認定工事)

　(あて先)
特定行政庁　長崎市長　　　　　　　様
認定建築主　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　

　先に全体計画認定を受けた下記の建築物の第　回認定工事が完了しましたので、建築基準法第86条の8第４項の規定により報告します。

	１．認定年月日・番号
	　　　　年　　月　　日　・　第　　　　　　号

	２．建築物の位置
	

	３．確認申請の有無
	有　　　・　　　無

	４．工事完了年月日
	　　　　年　　月　　日

	５．工事の概要
	

	６．備考
	

	※

受付処理欄
	
	※　現地確認欄

	
	
	現地確認
	　　　　年　　月　　日

	
	
	現地確認結果
	合　格　・　不合格

	
	
	指  摘  事  項
	処　  理

	
	
	
	


注　※印の欄は記入しないでください。

　　必要に応じて図面及び写真を添付してください。

第８号様式

工事施工状況及び工事施工予定の報告書

　(あて先)
特定行政庁　長崎市長　　　　　　様
認定建築主　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　
　先に全体計画認定を受けた下記の建築物について、建築基準法第86条の8による全体計画認定制度の運用基準第3第5項第3号の規定により報告します。

	１．認定年月日・番号
	　　　　年　　月　　日　・　第　　　　　　号

	２．建築物の位置
	

	３．前3年度までの工事施工状況の概要
	

	４．今年度以降の工事施工状況の概要
	

	５．工事監理者
	【資格】（　級）建築士　　（　　）登録第　　　　　　　号

【氏名】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【建築士事務所名】（　級）建築士事務所　（　　）登録第　　　　　　号

【所在地】

【電話番号】

	※

受付処理欄
	
	※　処理欄


注　※印の欄は記入しないでください。

　　必要に応じて図面及び写真を添付してください。

第９号様式　　　　　　　　　　認定建築主名義変更届

	　建築基準法第８６条の８の規定による全体計画認定制度の運用基準第３の第５項第５号による認定建築主の変更を届け出ます。なお、下記の誓約事項を遵守することを誓約します。
                                                            　　　　年　　月　　日
   (あて先)
特定行政庁　長崎市長　　　　　　　様
                                   届出人　住所
                       　　　　　　　　　　氏名               　　               

	

	

	

	

	１．変更後の認定
建築主
	 フリガナ
	

	
	 氏　　名
	                                                     

	
	 住　　所
	〒

	
	 電話番号
	

	２．変更前の認定
建築主
	 フリガナ
	

	
	 氏　　名
	                                                     

	
	 住　　所
	〒

	
	 電話番号
	

	３．認定番号・年月日
	　第　　　　　　　　　　号　・　　　　　年　　月　　日

	４．敷地の地名・地番
	

	５． eq \o\ad(主要用途,　　　　　　　　)
	

	６．名義変更の理由
	

	
	

	７．誓約事項

· 全体計画認定に係る各工事が完了した場合に工事完了報告書(第5号様式)及び認定を受けた後3年毎の年度当初に工事施工状況報告書及び施工予定の報告書(第8号様式)により報告します。

· 全体計画の認定を受けた内容を遵守しない場合は、建築基準法令に違反することとなることを承知します。

· 建築物の所有権等が移転する場合は、権利の移転を受ける者に対し、この全体計画認定の内容を説明すると共に認定建築主名義変更届(第9号様式)及び事業資金計画書(第2号様式)を提出します。

	※受付欄
	※受理欄
	注１  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とします。
２  ※欄は、記入しないでください。
３ 認定済証を添付してください。
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